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す。より実践力のある保健師を育成するには、看護師教育を4年とし、保健師教育を看護

師教育課程修了後の大学院修士課程、もしくは大学専攻科など、上乗せ1年以上とする教

育体制へ速やかに移行できるよう教育課程を整備していただくことを強く要望します。 

  

 

２．私立大学等経常費補助金の交付対象への大学専攻科の追加 

  

 現在、私立大学等経常費補助金は、母体となる学部のある学科、大学院、短期大学の

認定専攻科等が交付対象となっており、大学専攻科については、母体となる学部がない

という理由で交付対象とされておりません。 

大学専攻科は、「大学を卒業した者又は文部科学大臣の定めるところにより、これと

同等以上の学力があると認められた者に対して、精深な程度において、特別の事項を教

授し、その研究を指導することを目的とし、その修業年限は、一年以上とする。（学校

教育法 第九十一条第二項）」と規定され、1年制でも「簡易な程度において、特別の技

能教育を施すことを目的」とする別科とは異なり、精深な程度での学修と研究が行われ

るカリキュラムとなっています。また、保健師課程の専攻科は、必ず看護学部（あるい

は看護学科等を有する学部）のある大学に設置されています。 

保健師に求められる能力の高度化、指定規則改定などを背景に、上乗せ・外出し教育

に移行する動きのなかで令和2年度に大学専攻科が2課程開設されました。しかし、補助

金の交付対象外であることから設置後の事業継続が困難であることは従来からの課題と

なっており、設置を検討している法人が足踏みする、あるいは計画を見送る主要な理由

となっています。 

新型コロナウイルス感染症禍で増員が決定された行政保健師のポストに質の高い保健

師を充当するには、上乗せ保健師教育の充実が必須です。大学専攻科に対する、私立大

学等経常費補助金等の補助金の交付についてご検討いただけるよう強く要望します。 

  

  

３．地域包括ケアの推進を担う保健師の確保と質向上のための財政的支援 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により、児童虐待・高齢者虐待やDV等の増加、高齢

者の心身機能の低下など、さまざまな健康問題が生じ、それらが顕在化してまいりまし

た。地域における多様で複雑な健康問題を解決するためには、全世代型の地域包括ケア

システムの整備が喫緊の課題です。これら包括的な支援を円滑に運営するためには、地

域を基盤とした子どもから高齢者までの多様なライフサイクルでの支援のマネジメント

が重要となります。また保健・医療と介護・福祉の統合により地域包括ケアを推進する

ためには、地域におけるマネジメント機能が必要であり、それを担う保健師の役割は重

要です。 

今般、保健所の恒常的な人員体制の強化として保健師増員の措置を講じていただいた

ところですが、同様に、都道府県・市町村、事業所、地域包括支援センター等におい

て、地域包括ケアの推進を担う保健師の確保のための方策の推進と財政的支援を強く要

望します。 


